
平成15年 3月期 決算短信 (連結 ) 平成15年 5月15日
上 場 会 社 名 新 光 商 事 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 814 1 本社所在都道府県 東 京 都
（ＵＲＬ http://www.shinko-sj.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 北 井 　 暁 夫
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役

Ｔ Ｅ Ｌ(      )03 5721－2111氏 名 森 　 毅
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(コード番号 :    )親 会 社 名 親会社における当社の株式保有比率： ％

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無 無

1．       の連結業績 (           ～           )15年 3月 期 平 成14年 4月 1日 平 成15年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期      119,244    22.2       2,046   174.9       2,032   128.8

14年 3月期       97,613   △27.0         744    80.7         888   △77.1

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          216   △19.5          9.41      0.7     3.5     1.7

14年 3月期          269   △82.0         11.56－      0.8     1.4     0.9

(注 )1.持分法投資損益 15年 3月 期            0百万円 14年 3月 期            0百万円
2.期中平均株式数(連結) 15年 3月 期     23,035,531株 14年 3月 期     23,286,881株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

      60,168       32,333     53.7      1,405.2815年 3月期

      57,383       32,689     57.0      1,418.0814年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 15年 3月 期     23,008,425株 14年 3月 期     23,052,196株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
      △5,255       △1,782         △108        2,96615年 3月期

14年 3月期       14,675        △914       △7,170       10,243

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    7     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )16年 3月期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

中 間 期       56,000          700          400

通 期      120,000        2,100        1,200

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          52円 15銭

上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 算 出 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 さ ま ざ ま な 要
因 に よ っ て 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。 上 記 の 予 想 に 関 連 す る 事 項 に つ い て は 、 添 付 資 料 の
６ 頁 を 参 照 下 さ い 。
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1.企業集団の状況 

 

（注）持分法非適用関連会社であった DAISHO DENSHI EUROPE LIMITED は平成 14 年 12 月をもって法

人活動を停止しております。 

 

 

 

 

 

 

 

構成されており、当社グループの営む主な事業内容は、集積回路、半導体素子等の電子部品及び電子機器の販売、
これらに関連する輸出入業務並びにこれらに附帯する事業であります。
   事業内容と当社及び連結子会社の当該事業における位置付けは、次のとおりであります。

〈連結子会社〉
事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト

電 子 部 品メモリー 当社

マイコン SHINKO（PTE）LTD.

システムLSI NOVALUX HONG KONG ELECTRONICS LIMITED

半導体 陽耀電子股ｲ分有限公司

コンデンサ NOVALUX EUROPE LIMITED

フェライトコア NOVALUX AMERICA INC.

カラー液晶 ノバラックスジャパン(株)

アッセンブリー NOVALUX (MALAYSIA) SDN.BHD. 

一般電子部品他

電 子 機 器パーソナルコンピュータ 当社

コンピュータ周辺機 ノバラックスジャパン(株)

レーザー装置

　　また、非連結子会社及び関連会社の名称及び事業内容は、以下のとおりであります。

〈非連結子会社〉

新光商事エルエスアイデザインセンター(株) ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀの開発・設計及びｿﾌﾄｳｪｱの製作・販売

（主として電子部品に係わるもの）

(株)飛鳥 電子部品・電子機器の販売

PT.NOVALUX INDONESIA 電子部品の販売

〈持分法非適用関連会社〉

ポジション(株) 電子部品の販売

DAISHO DENSHI EUROPE LIMITED 電子部品の販売

会　社　名

事　業　内　容

事　業　内　容

   当社ｸﾞﾙｰﾌ ゚(当社及び当社の関係会社)は、当社(新光商事株式会社)と子会社10社及び関連会社2社により

主 要 取 扱 商 品 取　扱　会　社

会　社　名
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[事業系統図] 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          電子部品・電子機器の供給 電子部品・電子機器の供給

マイクロコンピュータ マイクロコンピュータ （連結子会社）

の開発・設計及びソ の開発・設計及びソ
フトウェアの制作・販 フトウェアの制作・販

売 （主として電子部 売 （主として電子部
品に係るもの） 品に係るもの）

（非連結子会社） （連結子会社）

新光商事エルエスアイ ＮＯＶＡＬＵＸ  ＨＯＮＧ KONG

デザインセンター(株) 電子部品の供給 ELECTRONICS  ＬＩＭＩＴＥＤ

（非連結子会社）

電子機器・部品の供給 （連結子会社）

（連結子会社） 電子機器・部品の供給

ﾉﾊﾞﾗｯｸｽｼﾞｬﾊﾟﾝ(株)

情報提供

電子部品の供給 倉庫管理 （連結子会社）

（持分法非適用関連会社） 電子部品の供給 業務委託 ＮＯＶＡＬＵＸ（ＭＡＬＡＹＳＩＡ）

ポジション(株)   ＳＤＮ．ＢＨＤ．

（連結子会社）

電子部品･機器の供給 ＮＯＶＡＬＵＸ   ＥＵＲＯＰＥ

（非連結子会社） 電子部品の供給 ＬＩＭＩＴＥＤ

(株)飛鳥      

電子部品の供給

（持分法非適用関連会社）

DAISHO　DENSHI

EUROPE　LIMITED

（連結子会社）

                                    電子部品・電子機器の供給

ＮＯＶＡＬＵＸ  AMERICA  INC．

電子部品の供給
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電子部品の供給 陽耀電子股ｲ分有限公司 電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給 ＳＨＩＮＫＯ（ＰＴＥ）ＬＴＤ．

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

電子部品の供給

ＰＴ．ＮＯＶＡＬＵＸ　ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ

電子部品の供給　　　　　電子部品の供給

 仕    入    先
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2.経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、｢信用を重んじ、勤勉、誠実、奉仕の精神に徹する｣、｢日常の仕事を通じ、新しい文化の

創造に参画し、社会に貢献する。｣を原点として、顧客の満足する品質、技術、サービスの実現を図るべく、グ

ループを挙げて取り組んでおります。 

激変する経営環境の中で当社グループに求められる役割・機能を的確に捉え、技術商社として要素技術の

充実を図ると共に、ソリューション提案事業及び新たなビジネスモデルに対応できる体制を構築し、独自性の

高い商社を目指してまいります。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、事業収益を基礎として、株主に対する利益還元と経営基盤強化のための内部留

保を総合的に勘案し、バランス良く実施する事を基本的な考えとしております。 

また、株主各位への配当につきましては、安定的な配当の継続を基本として、実質配当額向上の観点から

株主資本利益率の向上に努め、中期的には配当性向３０％、株主資本配当率１．５％を目指してまいります。 

内部留保資金につきましては、長期的展望にたって新規事業及び投資等に活用し、企業体質と競争力の

一層の強化に取り組んでまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社グループは、株式投資単位の引下げが株式市場への個人投資家の参加を促すために有効な施策で

あると認識しております。今後、株式市場の動向を注視しつつ、業績及び株価等を勘案し、その費用、効果等

を総合的に検討したうえで流動性と株主利益を高めるため、最適な方法を検討し慎重に対処してまいりますが、

現段階において、具体的な施策及びその時期等につきましては未定であります。 

 

（４）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループが関連するエレクトロニクス業界では、各企業の事業構造、戦略にも大きな転換が図られ、現

在非常に厳しい環境下にあります。しかしながら、中長期的にはデジタル家電、次世代通信システム、自動車

電装等、今後成長が期待されており、着実にマーケットは拡大していくものと考えております。 

当社グループは、｢全営業のＦＡＥ化（販売技術力の向上）｣を目標に掲げ営業力強化を図るとともに、ＮＥＣ

製品を中心とした従来の製品に、外国製半導体（テキサス・インスツルメント社、ザイリンクス社）製品を加え、有

望なマーケットにソリューション提案をおこなってまいります。また、国際調達事業を核としたグローバルな事業

展開を推進し、国内外のマーケットに合致した新事業の展開、提携等に取組み、安定的な収益確保を図り、

自律的な経営構造の確立をめざします。 

 

（５）会社の対処すべき課題 

市場環境は、国際コスト競争の激化、企業間の提携、事業分割等激しく変化しております。こうした環境の

変化に対し、当社グループが取り組むべき課題は、商権の確保、ソリューション提案力の強化、収益の確保で

あります。 

当社グループは、顧客第一主義のマネジメント体制を確立し、顧客満足を核として商権の確保をおこない、

全営業ＦＡＥ化（販売技術力の向上）による営業効率の向上、ソリューション提案力の強化を図ってまいります。

一方で更なる全社的ローコストオペレーションを推進し、効率的な経営を目指してまいります。 
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（６）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、経営の透明性、健全性を確保し、大きく変化する経営環境に対しても迅速かつ的確に施

策を講じるとともに、コンプライアンスを重要視し、企業価値の向上発展を目指してまいります。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社の取締役会は、経営の基本方針及び法令・定款で定められた事項、並びに経営に関する重要決定事

項を決定し、また職務の執行を管理・監督する機関として定時取締役会を、毎月１回開催しております。また全

社にわたる各部門の課題解決・状況報告について各部門長からの答申、報告を受けて審議する常務会を、毎

月２回以上開催しております。速やかな状況把握のもとに対応等の検討を行い、直ちに経営判断に反映させ

るなど、環境変化の激しい市場に柔軟かつ迅速に対応できる体制を整えております。 

当社グループはコンプライアンスの実践を必須の経営事項と認識し、これを徹底するために、企業倫理の遵

守のための｢企業行動規範｣及びこれを具現化した｢企業行動基準｣を策定、配布しております。 

また、平成１５年４月１日よりコンプライアンス委員会を設置し、社内及び社外にコンプライアンス相談窓口を

開設するなど運用体制の強化を図っております。 

③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた今後の取組み 

経営の機動性及び柔軟性の向上と、毎年度の経営責任の明確化を図る為に、平成１５年６月の定時株主総

会において、取締役任期を２年から１年に短縮する定款変更議案を提出する予定にしております。 

なお、商法改正に伴う委員会等設置会社への移行については、今後の経営計画、体制等も十分に考慮し

たうえで検討してまいりたいと思います。 

 

 

 

3.経営成績及び財政状態 

（1）経営成績 

当連結会計期間における国内外の経済は、米国及びアジアへの輸出が拡大し個人消費も比較的堅調に

推移し、景気は回復に向かうかに思われましたが、年度末にかけてイラク情勢の悪化やＳＡＲＳの影響により世

界経済の先行き不安が増し、株価下落等景気の後退懸念が強まりました。 

エレクトロニクス業界においてはデジタル家電分野は堅調に推移しましたが、パソコンや通信機器が伸び悩

み全体的に厳しい状況が続きました。また、半導体業界においては、分社化、提携等の構造改革が急速に進

展し業界再編が行われました。 

このような状況の下、当社グループ（平成１４年４月～平成１５年３月）の連結売上高は、１，１９２億４４百万円

（前年同期比 22.2%増）となりました。これを地域別にみますと、日本国内が１，００７億４３百万円（前年同期比

28.5%増）、アジアが１８２億５８百万円（前年同期比4.9％増）、欧州が１億４０百万円（前年同期比82.5%減）、北

米が1 億２百万円（前年同期比 90.2%減）であります。 

利益面につきましては、営業の譲受にともなう経費増があったものの、売上高の増加や経費削減等の実施

により、経常利益は２０億３２百万円（前年同期比128.8%増）となりました。また貸倒損失、投資有価証券評価損

及び事業構造改革にともなう特別退職金等を特別損失に計上した結果、当期連結純利益は２億１６百万円

（前年同期比 19.5%減）となりました。 
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当期の部門別概況は次の通りです。 

電子部品事業 

＜集積回路＞ 

国内においては、ＰＣ周辺機器向けカスタムＬＳＩ、携帯電話機向けＭＣＰ（複合専用メモリ）用ＳＲＡＭ、自動

車電装用マイコン等が在庫調整の進展もあり堅調に推移し、売上高は大幅に増加いたしました。 

海外においては、ＰＣ周辺機器向け通信用ＬＳＩ、ＡＳＩＣが好調に推移いたしました。 

以上の結果、集積回路の売上高は３２１億９５百万円（前年同期比 32.6%増）となりました。 

＜半導体素子＞ 

 国内においては、携帯電話機向け液晶ドライバー用半導体が在庫調整の進展及び新機種への採用、及び

ユニダックス（株）からの営業の譲受けにともなうＴＩ製品の寄与もあり、売上高は大幅に増加いたしました。 

海外においては、ＰＣ周辺機器向けＴＩ製品、及び衛星放送受信機器、通信関連機器等向け化合物デバイ

スが堅調に推移いたしました。 

以上の結果、半導体素子の売上高は２５０億４３百万円（前年同期比 32.1%増）となりました。 

＜回路部品＞ 

 国内においては、携帯電話機関連向けのタンタルコンデンサのセラミック化への影響、またＤＳＣ向け２次電

池の生産調整等により、それぞれ売上高は若干減少いたしました。 

 海外においては、ＰＣ周辺機器向けプリント基板及びＤＳＣ向けタンタルコンデンサが堅調に推移いたしまし

た。 

 以上の結果、回路部品の売上高は１０７億５百円（前年同期比 0.8%増）となりました。 

＜電子管＞ 

 国内においては、携帯電話機向け小型カラー液晶パネルの需要が回復し、モニター用タッチパネルも堅調

に推移したことにより、売上高は大幅に増加いたしました。 

 以上の結果、電子管の売上高は１０６億３３百万円（前年同期比 61.0%増）となりました。 

＜その他電子部品＞ 

 国内においては、通信機器向け伝送デバイス等が減少したものの、娯楽機器向けアセンブリ製品が好調に

推移し、水晶デバイス用気密端子の需要回復により、売上高は大幅に増加した反面、海外においては、ＰＣ周

辺機器向けアセンブリ及び通信機器向けリレー等が一時的な生産調整の影響を受け、売上高が大幅に減少

いたしました。 

 以上の結果、その他の売上高は３２８億６８百万円（前年同期比 8.4%増）となりました。 

 

電子機器事業 

＜電子機器＞ 

 国内における設備投資は、依然として低迷しておりますが、韓国半導体業界向けレーザ装置等の旺盛な需

要に支えられ、売上高は増加いたしました。 

 以上の結果、電子機器の売上高は７７億９６百万円（前年同期比 14.3%増）となりました。 
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（2）財政状態 

当連結会計期間のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が５億

４５百万円（前年同期比６.６％減）と低水準で、これに加え売上債権の増加、営業の譲受けによる支出及び短

期借入の返済等があり、前期末より７２億７６百万円減少し、当期末においては２９億６６百万円となりました。 

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は５２億５５百万円（前年同期１４６億７５百万円の獲得）となりました。 

これは、主に仕入債務が２７億５８百万円増加したものの、売上高の増加に伴う売上債権４８億６９百万円及

びたな卸資産１４億７９百万円がそれぞれ増加したこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は１７億８２百万円（前年同期比９４.8％増加）となりました。 

これは、主に投資有価証券の売却よる収入１億３８百万円、その他投資資産売却・解約による収入１億３９百

万円等があったものの、有形固定資産の取得１億３５百万円、無形固定資産の取得１億１９百万円並びに営業

権の譲受による１７億７６百万円の支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は１億８百万円（前年同期比９８.５％減少）となりました。 

これは、主に短期借入れによる収入７９億８８百万円及び短期借入金７３億４１百万円、長期借入金４億６０

百万円の約定弁済による支出等によるものであります。 

 

（3）次期の見通し 

今後の経済情勢は、北朝鮮・イラク情勢やＳＡＲＳの影響により景気の後退懸念が強まり、景気は依然として

予断を許さない状況が継続するものと思われます。 

このような状況の下、当社グループにおきましては、平成１６年３月期の連結業績予想につきましては、連結

売上高１,２００億円、経常利益２１億円、当期純利益１２億円を達成目標としております。 

当社グループにおきましては、今後も経営環境の変化に的確かつ迅速に対応し、中期経営戦略の着実な

実現をめざしてまいる所存であります。 
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４.連結財務諸表等 

（1）連結貸借対照表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比 構成比

流      動      資      産 49,756 86.7 52,743 87.7 2,986
現 金 及 び 預 金 10,243 2,966 △ 7,276
受 取 手 形 及 び売 掛 金 33,465 38,378 4,913
た な 卸 資 産 5,522 8,127 2,604
繰 延 税 金 資 産 67 223 156
そ の 他 599 3,202 2,602
貸 倒 引 当 金 △ 141 △ 155 △ 13

固      定      資      産 7,627 13.3 7,424 12.3 △ 202
有   形   固   定   資   産 3,421 6.0 3,289 5.5 △ 131
建 物 及 び 構 築 物 2,445 2,467 22
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,450 △ 1,516 △ 65
土 地 2,170 2,080 △ 90
そ の 他 821 830 8
減 価 償 却 累 計 額 △ 565 △ 573 △ 7

無   形   固   定   資   産 390 0.7 814 1.3 424

投 資  そ の 他 の 資 産 3,816 6.6 3,321 5.5 △ 494
投 資 有 価 証 券 1,951 1,348 △ 602
繰 延 税 金 資 産 632 833 200
そ の 他 1,357 1,244 △ 112
貸 倒 引 当 金 △ 125 △ 105 19

57,383 100.0 60,168 100.0 2,784

区分 金額 金額 増減額

(単位：百万円)

(   資   産   の   部   )

資 産 合 計

前連結会計年度 当連結会計年度 対前年比
平成14年3月31日 平成15年3月31日
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構成比 構成比

流      動      負      債 22,422 39.1 25,989 43.2 3,566
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 16,728 19,487 2,758
短 期 借 入 金 4,634 5,140 506
未 払 法 人 税 等 137 107 △ 29
そ の 他 922 1,253 331

固      定      負      債 2,271 3.9 1,845 3.1 △ 426
長 期 借 入 金 620 300 △ 320
再評価に係る繰延税金負債 129 208 79
退 職 給 付 引 当 金 1,327 1,111 △ 216
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 148 173 24
そ の 他 45 51 5

24,694 43.0 27,834 46.3 3,140

少 数 株 主 分 － － － － －

資 本 金 7,336 12.8 － － －
資 本 準 備 金 7,434 13.0 － － －
再 評 価 差 額 金 177 0.3 － － －
連 結 剰 余 金 17,583 30.6 － － －
その他 有価 証 券 差額 金 125 0.2 － － －
為 替 換 算 調 整 勘 定 33 0.1 　－ 　－ 　－
自 己 株 式 △ 1 △0.0 － － －

32,689 57.0 － － －
(   資   本   の   部   )
資 本 金 － － 7,336 12.2 －
資 本 剰 余 金 － － 7,434 12.4 －
利 益 剰 余 金 － － 17,405 28.9 －
土 地 再 評 価 差 額 金 － － 303 0.4 －
その他有価証券評価差額金 － － △ 21 △0.0 －
為 替 換 算 調 整 勘 定 － 　－ △ 104 △0.2 　－
自 己 株 式 － － △ 20 △0.0 －

－ － 32,333 53.7 －
57,383 100.0 60,168 100.0 2,784

(単位：百万円)

金額 金額 増減額

前連結会計年度 当連結会計年度 対前年比
平成14年3月31日 平成15年3月31日

負債、少数株主持分及び資本合計

負 債 合 計

(   資   本   の   部   )

区分
(   負   債   の   部   )

（ 少 数 株 主 持 分 ）

資 本 合 計

資 本 合 計
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（２）連結損益計算書 

 

 

 

 

97,613 100.0 119,244 100.0 21,631

89,377 91.5 109,318 91.7 19,940

8,235 8.5 9,925 8.3 1,690

7,491 7.7 7,879 6.6 388

744 0.8 2,046 1.7 1,301

235 0.2 125 0.1 △ 109
受 取 利 息 41 24
受 取 配 当 金 15 15
為 替 差 益 87 －
そ の 他 の 営 業 外 収 益 91 86

90 0.1 138 0.1 47
支 払 利 息 73 53
為 替 差 損 － 76
そ の 他 の 営 業 外 費 用 17 9

888 0.9 2,032 1.7 1,144

94 0.1 50 0.0 △ 44
固 定 資 産 売 却 益 0 7
投 資 有 価 証 券 受 贈 益 － 14
投 資 有 価 証 券 売 却 益 92 24
そ の 他 1 4

399 0.4 1,537 1.2 1,138
固 定 資 産 売 却 除 却 損 12 13
投 資 有 価 証 券 評 価 損 337 332
会 員 権 評 価 損 － 14
会 員 権 売 却 損 － 16
特 別 退 職 金 7 869
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 28 38
貸 倒 損 失 － 109
そ の 他 の 特 別 損 失 13 143

583 0.6 545 0.5 △ 38

法人税、住民税及び事業税 214 0.2 490 0.4 275
法 人 税 等 調 整 額 98 0.1 △ 161 △ 0.1 △ 259

少 数 株 主 利 益 （減 算 ） 2 0.0 － 0.0 △ 2

269 0.3 216 0.2 △ 52

  (単位:百万円)
前連結会計年度 当連結会計年度

対前年比自　平成13年4月 1日 自　平成14年4月 1日
至　平成14年3月31日 至　平成15年3月31日

百分比 増減

売 上 高

売 上 原 価

区　　　　　　　　　　　　分 金     額 百分比 金     額

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

税金等 調整前当期純 利益

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失
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（３）連結剰余金計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,614 － －

300 － －
配 当 金 280 － －
役 員 賞 与 20 － －

269 － －

17,583 － －

－ 7,434 －

－ 7,434 －

－ 17,583 －

－ 216 －
当 期 純 利 益 － 216 －

－ 395 －
配 当 金 － 276 －
土地再評価差額金取崩額 － 118 －

－ 17,405 －

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

自　平成14年4月 1日

金額 金額

(単位：百万円)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

至　平成15年3月31日
増減額

対前年比
至　平成14年3月31日
自　平成13年4月 1日

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

（資本剰余金の部）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（利益剰余金の部）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

 

 

Ⅰ
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 583 545 △ 38
減 価 償 却 費 306 545 238
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 19 － △ 19
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 32 △ 6 △ 38
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 25 △ 216 △ 241
役員退職慰労引当金の増減額 △ 109 24 134
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 57 △ 39 17
支 払 利 息 73 53 △ 19
有 形 固 定 資 産 売 却 益 △0 △ 7 △ 6
有 形固定 資産売却 ・除 却損 12 13 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 337 332 △ 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 92 △ 24 67
売 上 債 権 の 増 減 額 14,377 △ 4,869 △ 19,247
た な 卸 資 産 の 増 減 額 3,563 △ 1,479 △ 5,042
仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 3,853 2,758 6,611
未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 267 △ 537 △ 804
その他の資産及び負債の増減額 44 △ 2,059 △ 2,103
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 20 － 20
そ の 他 非 資 金 取 引 47 225 178

15,558 △ 4,739 △ 20,297
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 58 46 △ 12
利 息 の 支 払 額 △ 55 △ 53 2
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 886 △ 509 377

14,675 △ 5,255 △ 19,931
Ⅱ
投資有価証券の取得による支出 △ 696 △ 84 611
投資有価証券の売却による収入 95 138 42
有形固定資産の取得による支出 △ 175 △ 135 40
有形固定資産の売却による収入 5 100 94
無形固定資産の取得による支出 △ 111 △ 119 △ 7
営 業 の 譲 受 に よ る 支 出 － △ 1,776 △ 1,776
貸 付 に よ る 支 出 △ 5 △ 8 △ 2
貸 付 金 の 回 収 に よる収 入 8 12 4
その他投資資産取得による支出 △ 87 △ 48 38
その他投資資産売却・解約による収入 52 139 87

△ 914 △ 1,782 △ 867
Ⅲ
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 4,483 7,988 3,504
短期借入金の返済による支出 △ 10,759 △ 7,341 3,417
長期借入金の返済による支出 △ 480 △ 460 20
自 己株式 の取 得による支出 △ 136 △ 18 117
自 己株式 の売 却による収入 1 － △ 1
配 当 金 の 支 払 額 △ 279 △ 276 3

△ 7,170 △ 108 7,061
Ⅳ 244 △ 129 △ 374
Ⅴ 6,834 △ 7,276 △ 14,111
Ⅵ 3,408 10,243 6,834
Ⅶ 10,243 2,966 △ 7,276

(単位：百万円)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

小　　　　　　　　計

営業活動によるキャッシュ・フロー

区分 金額 金額

前連結会計年度 当連結会計年度

増減

対前年比自　平成13年4月 1日 自　平成14年4月 1日
至　平成14年3月31日 至　平成15年3月31日

現 金 及 び 同 等 物 の 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物に係る換算差額
現金及び現 金同等物の増減額
現金及び現金同等物の期首残高
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 

１． 連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数   ７社    

   連結子会社名 

    （海外） 

SHINKO（PTE）LTD.､  NOVALUX HONG KONG ELECTRONICS LIMITED、陽耀電子股ｲ分     

有限公司、NOVALUX EUROPE LTD.、NOVALUX AMERICA INC.及び NOVALUX（MALAYSIA）

SDN.BHD.の６社であります。 

（国内）  ノバラックスジャパン㈱ 

（2）非連結子会社の数   3 社 

              非連結子会社は、新光商事エルエスアイデザインセンタ－株式会社、株式会社飛鳥、 

PT.NOVALUX INDONESIA の 3 社であります。 

（連結範囲から除いた理由） 

              非連結子会社はいずれも、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金 （持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２． 持分法の適用に関する事項 

        持分法を適用していない非連結子会社（新光商事エルエスアイデザインセンタ－株式会社、株式会

社飛鳥、PT.NOVALUX INDONESIA）及び関連会社（ポジション株式会社、DAISHO DENSHI 

EUROPE LIMITED）は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３． 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち海外子会社６社の決算期は12月31日であり、連結財務諸表作成にあたっては同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

      尚、国内子会社の決算期は、親会社の事業年度と同じであります。 

４． 会計処理基準に関する事項 

  （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

          時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理 

し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

        時価のないもの：移動平均法による低価法 

②デリバティブ 

時価法 

③たな卸資産 

    主として移動平均法による低価法 
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（2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

    ①有形固定資産 

      主として定率法を採用しております。 

      ただし、連結財務諸表提出会社は、平成10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については定額法を採用しております。 

    ②無形固定資産 

        主として定額法を採用しております。 

        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

営業権・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３年 

自社利用のソフトウェア・・・・・・社内における利用可能期間（５年） 

  （3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

    売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②退職給付引当金 

   連結財務諸表提出会社及び国内の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上しております。 

   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

  ③役員退職慰労引当金 

連結財務諸表提出会社は、役員の退職慰労金支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

 （4）重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

（5）重要なリ－ス取引の処理方法 

      連結財務諸表提出会社は、リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リ－ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（6）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(7)自己株式及び法定準備金取崩等会計 

当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）

を適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連

結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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(8)１株当たり情報 

   「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以降開始する連結会計年

度に係る連結財諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用

指針によっております。なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しており

ます。 

５． 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    新たに株式を取得して連結子会社とした会社がないため、該当ありません。 

６． 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定が発生していないため、該当ありません。 

７． 利益処分項目等の取扱に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

８． 連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております 

 

注記事項 

 （連結貸借対照表関係） 

                                                       （１４年３月期）      （１５年３月期） 

                                                          （百万円）            （百万円）   

１． 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。 

         投資有価証券（株式）                          139                   136 

 

２． 担保に供している資産       

投資有価証券                                   6                     - 

３． 連結会計期末日満期手形の会計処理 

     前連結会計期間の末日は金融機関が休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理 

    しております。前連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

            受取手形                                           673                - 

            支払手形                                           115                     - 

４．偶発債務 

① 債務保証 

次の関係会社等について、金融機関からの借入れに対し債務保証を行っております。 

－借入債務－ 

新光商事エルエスアイデザインセンター(株)                            -                    50 
－住宅資金借入債務－  

従業員                                                         204                  170 
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５． 土地の再評価に関する法律（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）に基づいて事業用土地の再評価を 

行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、残額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。 

    再評価の方法 

 「土地再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布改令第125号）第２条第４号に定める評

価額に合理的に調整を加えて算出する方法。 

   再評価を行った年月日                         平成 14 年 3月 31 日            同  左 

   再評価前の帳簿価額                                 1,859                     - 

   再評価後の帳簿価額                                 2,166                     - 

   再評価を行った土地の期末における時価と                  

   再評価後の帳簿価格との差額                                   -                  △79 

６． 発行済株式の総数 

         普通株式                           23,055,283 株         23,055,283 株 

７． 自己株式の保有数 

         当   社 

          普通株式                               3,087 株           46,858 株 

 

 

 

（連結損益計算書関係）  

                                                       （１４年３月期）      （１５年３月期） 

                                                 （百万円）          （百万円）  

1． 販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は、次のとおりであります。 

          給料及び賞与                                        3,221              3,430 

          退職給付費用                                       280              301 

          役員退職慰労引当金繰入額                              24                24 

          貸倒引当金繰入額                                      59               21 

2． 固定資産売却益 

        その他                                               -                7 

3． 固定資産売却・除却損 

        建物及び構築物                                1                1 

        その他                                      11               12 

 

 

（連結キャッシュ・フロ－計算書関係） 

                                                       （１４年３月期）      （１５年３月期） 

                                                 （百万円）          （百万円）  

1． 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                           10,243                 2,966 

計                               10,243                 2,966 
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2． 営業の譲受けにより増加した資産の主な内訳は以下のとおりであります。 

              流動資産                                  -                  1,124 

              固定資産                                      -                 651 

                 計                                       -                  1,775 

 

①リ－ス取引関係 

                                                       （１４年３月期）      （１５年３月期） 

                                                 （百万円）          （百万円）  

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引 

（１）リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

取 得 価 額 相 当 額                               633                   352 

減価償却累計額相当額                               395                   204   

期末残高相当額                                     238                   147 

(注)上記金額のうち、主なものは「器具備品」であります。また、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

（２）未経過リ－ス料期末残高相当額 

１       年       内                        108               69 

１       年       超                        130               78    

計                               238                   147 

(注)未経過リ－ス料期末残高相当額は、未経過リ－ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 

  （３）支払リ－ス料・減価償却費相当額 

           支 払 リ － ス 料                                   139                    86 

           減価償却費相当額                                   139                    86 

 

  （４）減価償却費相当額の算定方法 

    リ－ス期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法によっております。 
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②有価証券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(前連結会計年度）（平成1４年3月31日）
１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 　株式 736 1,076 339
が取得原価を超えるもの 　債券 － － －

　その他 － － －
小計 736 1,076 339

　　
　株式 710 587 △ 123

連結貸借対照表計上額 　債券 － － －
が取得原価を超えないもの 　その他 － － －

小計 710 587 △ 123
合計 1,447 1,663 216

（注）その他有価証券で時価のあるものについて337百万円減損処理を行っております。なお、減損処理に
　　　あたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
　　　30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額
　　　について減損処理を行うこととしております。

２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券
（自　平成13年4月1日  至　平成14年3月31日）

（単位：百万円）

売          却          額 売却益の合計

95 92

３．時価のない主な有価証券の内容
（単位：百万円）

　（1）満期保有目的の債券
　　　　非上場外国債券
　（2）その他有価証券
　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

148

取得原価 連結貸借対照
表計上額

差　　額

売却損の合計

－

当期末連結貸借対照表計上額

－

種                    類
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(当連結会計年度）（平成15年3月31日）
１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 　株式 472 532 60
が取得原価を超えるもの 　債券 － － －

　その他 － － －
小計 472 532 60

　
　株式 652 556 △ 95

連結貸借対照表計上額 　債券 　－ － －
が取得原価を超えないもの 　その他 － － －

小計 652 556 △ 95
合計 1,125 1,089 △ 35

（注）その他有価証券で時価のあるものについて332百万円減損処理を行っております。なお、減損処理に
　　　あたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
　　　30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額
　　　について減損処理を行うこととしております。

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
（自　平成14年4月1日  至　平成15年3月31日）

（単位：百万円）

売          却          額 売却益の合計

138 24

３．時価のない主な有価証券の内容
（単位：百万円）

　（1）満期保有目的の有価証券
　　　　非上場外国債券
　（2）その他有価証券
　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

84

－

取得原価 連結貸借対照
表計上額

差　　額種                    類

売却損の合計

－

当期末連結貸借対照表計上額
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③デリバティブ取引 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14 年 3月 31日）については、ヘッジ会計（振当処理）を

適用したデリバティブ取引は除いているため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成 14 年 4 月 1 日 至 平成 15 年 3 月 31 日） 

（1） 取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で為替予約取引であります。 

（2） 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引及び短期的な

売買損益を得る取引は行わない方針であります。 

（3） 取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通貨関連で外貨建債権債務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で利用しております。 

（4） 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。 

なお、取引相手先は信用力の高い金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。 

（5） 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限、取引限度額及び取引手段等を定めた社内ルー

ルに従い、経理部門の担当役員が一定の限度を超えるリスクが発生しないよう管理しております。 

（6） 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

2．取引の時価等に関する事項
通貨関連

米ドル － － － － 272 － 272 0
引

時価

前連結会計年度

取引
以外

平成14年3月31日現在

うち1年超
契約額等

平成15年3月31日現在
契約額等 時価 評価損益

の取

種　　　類区
分

市場
為替予約取引
買建

うち1年超
評価損益

当連結会計年度
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④退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度のほか、適格退職年金制度及び東京

都電機厚生年金基金に加入しております。同基金は複数の事業主による総合設立型の企業年金制度である

ため、「退職給付に係る会計基準注解」注 12 に定める処理を行っております。なお、同基金の年金資産残高

のうち、当社及び国内連結子会社の掛金拠出割合に基づく年金資産残高は、2,885百万円（前連結会計年度

3,272 百万円）であります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

  前連結会計年度 
平成14年3月31日現在 

当連結会計年度 
平成15年3月31日現在 

（１) 退職給付債務 △2,433 △1,985 
（２) 年金資産 1,083 564 

（３) 
 
未積立退職給付債務 
（１）－（２） △1,350 △1,420 

（４) 会計基準変更時差異の未処理額 － － 

（５) 未認識数理計算上の差異 22 308 

（６) 
 
未認識過去勤務債務（債務の
減額） － － 

（７) 
 
連結貸借対照表上額純額 
（３）＋（４）＋（５）＋（６） △1,327 △1,111 

（８) 前払年金費用 － － 

（９) 退職給付引当金（７）－（８） △1,327 △1,111 

３．退職給付費用の内訳 

 
前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
 至 平成15年3月31日 

退職給付費用（百万円） 280 302 

(1)勤務費用（百万円） 251 260 

(2)利息費用（百万円） 69 73 

(3)期待運用収益（減算） 
（百万円） 31 32 

(4)数理計算上の差異の費用処理
額（百万円） △8 △1 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 
平成14年3月31日現在 

当連結会計年度 
平成15年3月31日現在 

(1)割引率（％） 3.0 2.5 

(2)期待運用収益率（％） 3.0 2.5 

(3)退職給付見込額の期間配分方
法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の額の処理年数
（年） 

発生時の会計年度における一括
償却 

発生時の会計年度における一括
償却 

(5)数理計算上の差異の処理年数
（年） ５ ５ 

(6)会計基準変更時差異の処理年
数（年） 

発生時の会計年度における一括
償却 

発生時の会計年度における一括
償却 
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⑤税効果会計 

 

 

 

 

 

 

1．繰延税金資産の発生の主な原因の内訳
（14年３月期） （15年３月期）

繰延税金資産
未払事業税 5 3
未払事業所税 3 3
未払賞与 54 127
貸倒引当金 27 28
役員退職慰労引当金 62 70
退職給付引当金 498 411
投資有価証券評価損 97 229
営業権償却超過額 － 39
その他有価証券評価差額金 － 14
その他 40 128

790 1,056

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △ 91 －
その他 △ 6 △ 11

△ 97 △ 11

693 1,045

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

（％） （％）
法定実効税率 42.1 42.1

交際費等永久に損金に算入されない金額 15.8 15.7
受取配当金等永久に益金に算入されない金額 △ 2.1 △ 4.2
住民税均等割額 4.7 4.5
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 － 5.2
在外子会社の税率差 △ 9.0 △ 1.4
その他 2.0 △ 1.7
税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.5 60.2

３．   地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年３月31日
に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算
（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）  に使用した法定
実効税率は、前事業業年度の42.1％から40.7％に変更されました。 その結果、繰
延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 27百万円減少し、
当事業年度に計上された法人税等調整額が　28百万円増加し、その他有価証券
評価差額金が0百万円増加しております。

（調　整）

繰延税金資産計

（百万円） （百万円）

繰延税金負債計

繰延税金資産の純額
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⑥セグメント情報 

a. 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日 至 平成 14 年３月 31 日）                   (単位：百万円) 

 電子部品 
事業 

電子機器 
事業 計 消去又は 

全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      
売上高      
(1)外部顧客に対する売上高 90,791 6,821 97,613 － 97,613 
(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 － － － － － 

計 90,791 6,821 97,613 － 97,613 

営業費用 88,249 6,650 94,899 1,968 96,868 

営業利益 2,542 170 2,713    (1,968) 744 
Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出      

資産 42,069 3,400 45,469 11,914 57,383 

減価償却費 170 29 200 106 306 

資本的支出 124 30 155 54 210 

 

当連結会計年度（自 平成 14 年４月１日 至 平成 15 年３月 31 日）              （単位：百万円） 

 電子部品 
事業 

電子機器 
事業 

計 消去又は 
全社 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益      
売上高      
(1)外部顧客に対する売上高 111,447 7,796 119,244 － 119,244 
(2)セグメント間の内部売上高 
又は振替高 － － － － － 

計 111,447 7,796 119,244 － 119,224 
営業費用 107,534 7,856 115,391 1,806 117,198 

営業利益 3,912      (59) 3,852    (1,806) 2,046 
Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出      

資産 52,336 3,079 55,415 4,752 60,168 

減価償却費 465 34 500 45 545 
資本的支出 851 54 906 30 937 

（注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主要な商品の名称 

(１)電子部品……集積回路、半導体素子、回路部品及び電子管 

(２)電子機器……情報機器及び電子機器 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表提

出会社の企画、総務及び経理等管理部門に係る費用であります。 

前連結会計年度 1,968 百万円 

当連結会計年度 1,806 百万円 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の余資

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度 11,914 百万円 

当連結会計年度  4,752 百万円 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用に係る償却額及び支出額が含まれております。 
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b. 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成 13年４月１日 至 平成 14年３月31日）               （単位：百万円） 

 日本 アジア 欧州 北米 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する 
売上高 78,374 17,401 798 1,038 97,613 － 97,613 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 3,132 217 21 6 3,377 (3,377) － 

計 81,506 17,619 819 1,045 100,990 (3,377) 97,613 

営業費用 79,079 17,202 851 1,034 98,167 (1,298) 96,868 

営業利益 2,427 416    (31) 11 2,823 (2,079) 744 

Ⅱ 資産 41,711 4,682 466 166 47,025   10,358 57,383 

 

当連結会計年度（自 平成 14年４月１日 至 平成 15年３月31日）               （単位：百万円） 

 日本 アジア 欧州 北米 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する 
売上高 100,743 18,258 140 102 119,244 － 119,244 

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高 5,344 212 6 6 5,570 (5,570) － 

計 106,088 18,471 146 108 124,814 (5,570) 119,244 

営業費用 102,486 18,175 214 136 121,012 (3,815) 117,197 

営業利益 3,601 295    (67)    (28) 3,801 (1,754) 2,046 

Ⅱ 資産 49,959 6,844 335 139 57,278    2,889 60,168 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア……大韓民国・中華人民共和国・香港・シンガポール・台湾・マレーシア・インドネシア 

欧州………イギリス・フランス 

北米………アメリカ合衆国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、連結財務諸表提

出会社の企画、総務及び経理部門等管理部門に係る費用であります。 

前連結会計年度 1,968 百万円 

当連結会計年度 1,806 百万円 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、連結財務諸表提出会社の余資

運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

前連結会計年度 11,914 百万円 

当連結会計年度  4,752 百万円 
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c. 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成 13 年４月１日 至 平成 14 年３月 31 日） 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 19,515 2,054 21,570 

Ⅱ 連 結 売 上 高  97,613 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 
割合（％） 20.1 2.1 22.1 

 

当連結会計年度（自 平成 14 年４月１日 至 平成 15 年３月 31 日） 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 21,405 349 21,754 

Ⅱ 連 結 売 上 高  119,244 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の 
割合（％） 18.0 0.2 18.2 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……………大韓民国・中華人民共和国・香港・シンガポール・台湾・マレーシア・インドネシア 

(2)その他の地域……アメリカ、イギリス、フランス、イスラエル 

３．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高

であります。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

当連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 
至 平成15年3月31日  

１株当たり純資産額 1,418円08銭 

１株当たり当期純利益 11円56銭 
  

 
１株当たり純資産額 1,405円28銭 

１株当たり当期純利益 9円41銭 
  

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、新株引受権付社債等潜在株式がないた
め、記載をしておりません。 
なお1株当たり情報の計算については、当期より
発行済株式総数から自己株式数を控除して算出し
ております。 

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため、記載をしてお
りません。 
  
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関
する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
 なお、これによる影響はありません。 
 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 

５．販売の状況 

 

 

－ 216

－ －

－ 216

－ 23,035

普通株式に係る当期純利益（百万円）

期中平均株数（千株）

当期純利益（百万円）

普通株主に帰属しない金額（百万円）

至　平成14年3月31日

当連結会計年度
自　平成13年4月 1日 自　平成14年4月 1日
前連結会計年度

至　平成15年3月31日

集 積 回 路 32,195 132.6

半 導 体 素 子 25,043 132.1

回 路 部 品 10,705 100.8

電 子 管 10,633 161.0

そ の 他 電 子 部 品 32,868 108.4

電 子 機 器 7,796 114.3

計 119,244 122.2

当連結会計年度

至　平成15年3月31日
自　平成14年4月 1日

（単位：百万円）

事業の種類別 前年同期比（％）


